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はじめに
現在, 地球温暖化など様々な環境問題が深刻化しており, 環境問題に対する私たち自身の責任
が問われている. その中で, ｢環境教育｣ が問題解決の一手段として注目されている. かつて環
境教育は, 環境問題に取り組む人材育成をすることが主目的であったが, 今日では環境領域に限
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地域に密着した NGO の環境教育活動は, 住民の生活の一部となることで住民に環境問題を認識
させ, 地域における環境問題の解決の一手段であることを確認することができた.
キーワード：環境教育, フィリピン , 環境保全活動, 環境意識, 生命地域
せている. さらに ｢持続可能な開発のための教育 (Education for Sustainable Development,
ESD)｣ へと変化を遂げ, 社会的に重視される手段となっている.
開発途上国では, 多国籍企業の進出や先進国による開発が行われ, 一部の地域では経済的な急
成長が見られる. その一方で, 他の多くの地域では森林伐採による生態系の破壊, 水質汚濁, 廃
棄物の処理問題などの解決が緊急の課題として存在している.
対象とするフィリピンは多島海国家であり, 周りは海で囲まれている. 地理的にも台風, 洪水,
干ばつなど自然災害がおこりやすく, 地球環境問題の被害を受けやすい国である. 本研究では,
フィリピンの環境保全活動の中で, 住民に環境教育を行っている日本の団体, 特定非営利活動法
人イカオ・アコ (以下, イカオ・アコ) を取り上げる. 同団体は, フィリピンのネグロス島でマ
ングローブ林や熱帯高地林の植林事業などを行い, 環境問題に対する知識や行動を啓発している.
2010 年から 2013 年に, 独立行政法人国際協力機構 (以下, JICA) の草の根技術協力事業によ
る支援で, ｢エコツーリズムを導入した流域単位での森林再生と環境教育事業｣ を行った.
イカオ・アコは JICA事業の中で, 2010 年の事業開始直後と 2013 年の事業終了時に, 参加住





地球サミットから 5年後の 1997 年に, ギリシャのテサロニキにおいて, ｢環境と社会に関する
国際会議：持続可能のための教育と意識啓発｣ が開催された. この会議の中で, 環境教育はグロー
バルな課題を幅広く取り上げ, 持続可能性のための教育としても扱われてきたことから, ｢環境
と持続性のための教育｣ と解釈された. 2002 年には ｢持続可能な開発に関する世界首脳会議
(ヨハネスブルク会議)｣ が行なわれ, 持続可能な開発の促進には環境教育が重要であることから,
持続可能な開発のための教育 (ESD) を日本と NGO が提唱した. 同年の国連総会本会議で,
2005 年から 2014 年までの 10 年間を ｢国連持続可能な開発のための教育の 10 年 (UNDESD)｣
とする決議案が採択された. ｢持続可能な開発の原則, 価値観, 実践を教育と学習のあらゆる側
面に組み込むこと｣ を目的としたキャンペーンである. ESD は地域と地域社会の未来を想像し
て, ｢よりよい未来を自分たちの手で創るための教育｣ である. 知識として学ぶだけでなく, 特
に ｢参画する力｣ ｢共に生きる力｣ ｢つなぐ力｣ を育むことを目指している.
1.2 フィリピンにおける開発・環境問題
フィリピンは, 寿命, 教育, 成人識字率, 国内総生産等を総合的に評価して国・地域を順位付
けする人間開発指標において, 182 国・地域中 112位である. 開発途上国に区分されており, フィ
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リピンの全人口の 7割が貧困層と呼ばれ, 十分な食料, 衣服, 家屋などを確保することができな
いほど貧困問題は深刻である. 急激な人口増加により, 貧富の差は拡大している.
フィリピンが直面している主要な環境問題は, 森林消失に伴う洪水の発生, 水質汚染問題, ゴ
ミ問題, マニラ首都圏の自動車排出ガス公害である. 荒廃地が国土の 30％を超える規模に達し
ているため, 森林消失地において森林再生が大きな課題となっている. 排出ガス公害は, 排出規
制が実施されていない古い型のディーゼルバス, トラック, ジプニー (小型簡易バス) が原因の
1つである. フィリピンでは地下鉄や電車といった公共輸送機関が発達していないため, 人口増
加がそのまま走行台数に反映される (川名 2012, p. 185). 水質汚染問題は, 河川や湖沼におい
てかなり深刻である. 下水道整備の遅れによる未処理の生活排水, 排水規制の整備の遅れによる
排水の放流により, 河川や湖沼が汚染されている. ゴミ問題への対応は, リサイクル, ゴミ処理





グ川流域である. 流域の長さは約 30kmで, 流域はほぼシライ市内の 16 の村をカバーしている.
シライ市の人口は, 約 12 万 1 千人 (2010 年), 面積は 215 平方キロメートルである.
図 1はネグロス島のシライ市の土地利用の現状を表している. 左から水色が養殖池, オレンジ
が住宅地, 赤が商業用地, 灰色は多目的, 白が空港, 紫が工業用地, 緑がサトウキビ農地, 黄緑













 NGO活動の支援, 情報の提供, 環境モニターなど市民参加の強化
出所：アジア･オセアニア 世界の環境問題, p. 181 より引用 (2012)
1.4 JICA 草の根技術協力事業について
草の根技術協力事業とは, 日本のNGO, 大学, 地方自治体及び公益法人の団体等がこれまで
に培ってきた経験や技術を活かして企画した, 開発途上国の地域住民への協力活動を JICAが支
援し, 共同で実施する事業のことである1. 支援の種類は, 地域提案型, 草の根協力支援型, 草









対象地域である西ネグロス州はかつて土地利用の 95％が森林であったが, 現在, わ
ずか 4％になっている. 違法伐採は生計を立てるための手段として現在でも続いてい
る. マングローブ林に関しても 1950 年代は 13,000 ha あったが, 現在, 約 500ha し













1 JICA草の根技術協力事業 (http://www.jica.go.jp/partner/kusanone/) より引用
図 1 シライ市の土地利用
注) 地図上の印は, 実態調査を行った地区を指している. 1. パタッグ村中心部, 2. ギンバラオン村ラ
ンタワン地区, 3. バラリン村中心部, 4. ランタッド村ダプダプ地区
出典：シライ市資料より
1.5 環境 NGOイカオ・アコについて
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1. ナーサリーの建設, 環境に対する意識調査, 住民団体が主体となって上流部で 30





3. エコパークの建設, 路網の整備, 観光客が植樹を体験できる体制の整備, 実施者
(ガイド) の育成, 観光地のガイドマップ・チラシ等の作成








フィリピン駐在員事務所 Magalena Arcade, Rizal St., Silay City, Negros Occidental, Philippines. 6116




植林樹種は 4割が果樹, 4 割が換金作物 (コーヒー・カカオ), 2 割が原生種という割合で植林
している. この植林活動により, 植林技術はもとより, アグロフォレストリーの概念 (1 つの土



















バイオリージョナリズム (生命地域主義) は地球の表層を区分する一つの分け方である. その
おおよその境界は, 人間の命ずるところによってではなく, 自然によって決定される. 一つの生
命地域は植物相, 動物相, 水, 気候, 土壌, 地形, そしてそれらの特質が生み出す人間の共同社
会と文化によって他の生命地域と区別される.
大地, 動植物, 川, 湖や空気などの自然, 家族, 友人や隣人, コミュニティと自分とのつなが
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2 環境省エコツーリズム (http://www.env.go.jp/nature/ecotourism/try-ecotourism/about/) より引用






年と事業後 2013 年に実施した 2回のアンケート調査結果を利用する. イカオ・アコは, 河川に
よる, 森と里と海のつながりを意識した流域単位の環境保全活動を行っている. そのため調査対










臨海部の住民：バラリン村, ダプダプ地区 山間部の住民：パタッグ村, ランタワン地区
2010 年 臨海部の住民：100 人 山間部の住民：100 人
2013 年 臨海部の住民： 87 人 山間部の住民： 99 人
2.2.3 調査時期








問 1では臨海部と山間部の住民それぞれに記述式で質問し, その回答をポジティブ, ネガティ
ブ, どちらでもない答えに分類した. その結果について考察した.
 問 1-1 ｢山についてどう思うか｣
2010 年から 2013 年にかけて臨海部の住民, 山間部の住民ともにポジティブな回答数が増加し
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表 4 アンケートの質問内容 (臨海部と山間部の住民向けの共通項目)
問 1-1 山についてどう思うか (自由記述)
問 1-2 川についてどう思うか (自由記述)
問 1-3 海についてどう思うか (自由記述)
注：アンケート調査票を日本語に翻訳
表 5 アンケートの質問内容 (臨海部の住民向け)
問 2-1 マングローブについて知っているか (はい・いいえ)
問 2-2 マングローブは魚, カニ, エビ, 貝を増やすと思うか (はい・たぶんそう思う・わからない・
たぶん違う・いいえの 5択)
問 2-3 マングローブは収入を増やすと思うか (上記同様 5択)
問 2-4 マングローブは健康を守ると思うか (上記同様 5択)
問 2-5 マングローブは観光を促進すると思うか (上記同様 5択)
問 2-6 マングローブは空気や水をきれいにすると思うか (上記同様 5択)
問 2-7 マングローブは生物多様性を助長させると思うか (上記同様 5択)
問 2-8 マングローブは山から運ばれてきた栄養で成長すると思うか (上記同様 5択)
問 2-9 プラスチックは海水で分解されると思うか (上記同様 5択)
問 2-10 海にプラスチックごみを捨てることができるか (上記同様 5択)
注：アンケート調査票を日本語に翻訳
表 6 アンケートの質問内容 (山間部の住民向け)
問 3-1 有機農業について知っているか (はい・いいえ)
問 3-2 有機農業は収入を増やすと思うか (はい・たぶんそう思う・わからない・たぶん違う・いいえ
の 5択)
問 3-3 有機農業は健康を守ると思うか (上記同様 5択)
問 3-4 有機農業は観光を促進すると思うか (上記同様 5択)
問 3-5 有機農業は水をきれいにすると思うか (上記同様 5択)
問 3-6 有機農業は空気をきれいにすると思うか (上記同様 5択)
問 3-7 化学肥料は農業に必要だと思うか (上記同様 5択)
問 3-8 化学肥料は野菜をおいしくすると思うか (上記同様 5択)
問 3-9 化学肥料は野菜を大きくすると思うか (上記同様 5択)
問 3-10 農業に農薬は必要だと思うか (上記同様 5択)
問 3-11 農薬は近くの川を汚染すると思うか (上記同様 5択)
注：アンケート調査票を日本語に翻訳
た. そのため, 両者ともに山についての関心が高まったといえる. 特に臨海部の住民が自分の住
むエリア以外のことも考え, 意識するようになったことがわかる. これは, 臨海部の住民が山か
ら海のつながり, 流域としての生命地域を理解したと考えられる.
 問 1-3 ｢海についてどう思うか｣
臨海部の住民においてポジティブな回答が増え, ネガティブな回答が減少していることから,
臨海部の住民が自分たちの住むエリアについて考え, 行動したため, 海への関心が高まったとみ
られる. 山間部の住民においても同様に, ポジティブな回答が増えている. そのため, 自分たち
が住むエリア以外のことも考え, 意識するようになったことがわかる. これは, 山間部の住民も
山と海のつながり, 流域としての生命地域を理解したと考えられる.
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考えられる. さらに, 住んでいないエリアに対しても意識するようになり, 生命地域を理解し,
自然環境を考えるようになっている.
活動により, 身近な問題と, 山と海のつながりから起きる問題を意識するようになった. これ
はイカオ・アコの事業では, 住民が生活する周辺の植林やゴミ拾いなどを行っていたからだと考
えられる. また, 山間部と臨海部の住民の交流や, 山間部の住民が海での活動, 逆に臨海部の住
民が山で活動する体験が行われている. そのため山と海のつながりを理解し, 流域単位での生命





 質問 2-1, 2-2, 2-3, 2-4, 2-5, 2-6, 2-7 の考察
質問 2-1 から 2-7 ではマングローブの特長,特色についての理解度を調査している. ｢質問 2-1
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マングローブを知っているか｣ では 2010 年から 2013 年にかけてマングローブを知っている人の
割合が増えており, 環境教育の効果がみられる.
しかし, ｢質問 2-2 マングローブは魚, カニ, エビ, 貝を増やすと思うか｣, ｢質問 2-3 マング
ローブは収入を増やすと思うか｣, ｢質問 2-4 マングローブは健康を守ると思うか｣, ｢質問 2-5
マングローブは観光を助けると思うか｣ , ｢質問 2-6 マングローブは水や空気をきれいにすると
思うか｣, ｢質問 2-7 マングローブが生物多様性を助長させると思うか｣ をみると, 2010 年から
2013 年にかけてマングローブが実際に自分たちの生活に良い影響があると考えている住民の割
合はあまり変わっていない. これはマングローブの植林活動を通して ｢マングローブは大切｣ と
いう意識はあるものの, ｢なぜ大切なのか｣, ｢私たちの生活にどのように恩恵をもたらしている
のか｣ という知的理解が足りないと考えられる. 今後は ｢なぜこの活動が必要なのか｣ という活
動意義を啓発する, ｢環境についての教育｣ が必要である. マングローブの植林をすることが自
分たちの生活に恩恵をもたらすことにつながるという意識を持つことにより, 継続的な活動の必
要性を認識することができる.
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 問 2-8 ｢マングローブは山から運ばれてきた栄養で成長すると思うか｣




 問 2-9, 2-10 の考察
問 2-9 と 2-10 ではゴミについての意識を調査した. ｢問 2-10 海にプラスチックゴミを捨てる
ことができるか｣ をみると 2010 年から 2013 年にかけて ｢ゴミを海に捨ててはいけない｣ という
意識が高まったことがわかる. ゴミ拾いの活動を行ったため,その効果が表れたのだと考えらる.
しかし, まだ海にゴミを捨てることに ｢はい｣ と答えている住民がいる. ｢問 2-9 プラスチック




わざるを得ない. 今後は, ゴミの分別の行動につなげるため, 活動の中で ｢環境のための教育｣
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 問 3-1, 3-2, 3-3, 3-4, 3-5, 3-6 の考察
問 3-1 から 3-6 では事業の中で実施した有機農業の特長やメリットについて, 住民の理解度を
調査した. ｢問 3-1 有機農業について知っているか｣, ｢問 3-2 有機農業は収入を増やすと思うか｣,
｢問 3-3 有機農業は健康を守ると思うか｣, ｢問 3-4 有機農業は観光を促進すると思うか｣, ｢問 3-5
有機農業は水をきれいにすると思うか｣, ｢質問 3-6 有機農業は空気をきれいにすると思うか｣
の質問すべてにおいて, 2013 年では ｢はい｣ の回答が大幅に増加した. この結果から, 住民は
有機農業が自分たちの生活にプラスになること, 環境に配慮した農法であることを理解したとい
える. 山間部では植林活動だけでなく, 農家の住民に対して有機農業の指導も行っていた. その
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 問 3-7, 3-8, 3-9 の考察
問 3-7 から 3-9 では農業で使用する化学肥料についての意識を調査した. ｢問 3-7 化学肥料は
農業に必要だと思うか｣ では回答が分かれており, 住民によって考え方の違いが大きい. イカオ・
アコの活動で有機農業を推進したが, まだ住民たちに十分浸透していない点もあると考えられる.
また, ｢わからない｣ という回答が増えており, 始めたばかりの有機農業で, 生計を賄うほどの
成果が得られていないと推測される. ｢問 3-8 化学肥料は野菜をおいしくすると思うか｣, ｢問 3-9
化学肥料は野菜を大きくすると思うか｣ においても回答が分かれ, 考え方の違いが大きい. どち















































 問 3-10, 3-11 の考察
｢問 3-10 農業に農薬は必要だと思うか｣ では, ｢はい｣, ｢たぶんそう思う｣ と肯定した回答は
減少したことから, 事業の効果が現れていると考えられる. しかし ｢いいえ｣ が減少し, ｢わか
らない｣ や ｢たぶん違う｣ という回答の割合が増えている. 住民によって理解度に差がある.
｢問 3-11 農薬は近くの川を汚染すると思うか｣ では, ｢はい｣ や ｢たぶんそう思う｣ という肯
定した回答が 2013 年では 91％になり, ほとんどの住民が農薬の環境汚染について理解したこと
がわかる. 事業により, 一定の環境意識が高められたため, 2010 年から 2013 年の 3 年間で意識
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変化が見られた. 今後は, 多様な方法で住民の有機農業への理解度を高めていくこと, 農薬を使
わない方法と技術について具体的に指導していく必要がある.
3.4 環境教育の領域についての考察
イカオ・アコは ｢環境のなかでの教育 (Education IN/TROUGH the Environment)｣, ｢環
境についての教育 (Education ABOUT the Environment)｣, ｢環境のための教育 (Education





























































｢環境のなかでの教育｣ は, 住民や学校の生徒と共に海岸や山間部での植林事業, 活動場所の
近隣住民による継続的なメンテナンス事業, マングローブ林でのエコパーク建設・整備事業など
が挙げられる. イカオ・アコでは, コミュニティベースで継続して環境保全活動を行うことをモッ




できた. 今後も ｢環境のなかでの教育｣ を軸として, 直接体験による感性学習を継続的に行って
いくことが重要である. それによって, 住民が自然環境, 環境問題への意識を向け, 関心を養う
ことができ, 住民の積極的な関与につながると考えられる.
｢環境についての教育｣ は, 教室や室内において生徒や住民への環境教育が挙げられる. これ
らは, 事業を円滑に進め, 住民が活動を継続する上でインセンティブになると察せられる. 活動





かがえる. しかし, 住民の理解度に差があること, ゴミの処理や化学肥料・農薬についてさらに
理解を深める必要がある. そのため住民の理解レベルに合わせ, ｢環境についての教育｣ を行う
ことが重要である. イカオ・アコのスタッフによる学校の環境教育では, ただ知識を与えられる
だけではなく, 授業後半に学んだことを劇やダンスで発表するという方法を採用している. これ
によって振り返りを行うことができ, より関心を持つことにつながる. 今後も, 知識を与えると
いう一方通行の学習ではなく, 住民・生徒の自主性を活かした, 双方向型の教育を行っていくこ
とがNGOの環境保全活動において肝要である.
｢環境のための教育｣ は, 植林を行う地域での清掃活動が挙げられる. アンケート調査の結果
からわかるように, 実際の活動を通して, 環境そのものを配慮しなければならない対象として捉
えるようになった住民が増えた. しかし, イカオ・アコでの事業の中で, 植林活動直後にも関わ
らず, ゴミのポイ捨てをしている子供の姿や, 清掃活動やゴミの問題に対しての意識の低さを見
ることができた. 今後は, 環境配慮に向けた態度形成, 行動について学びの場やルールを新たに
作成することが必要である.
















臨海部の住民は, ｢環境のなかでの教育｣ による ｢直接体験による感性学習 (直接体験型)｣ に
より, 生命地域の関心を高めることができた. ｢環境についての教育｣ は, 効果が一定レベルに
とどまり, 継続的な教育やさらなる知的理解を深めるための教育が必要である. ｢環境のための
教育｣ は, ゴミなど廃棄物の問題などについて, 意識だけでなく, 行動につなぐための, 学習サ
イクルを意識した取り組みが必要である.
山間部の住民も, 臨海部の住民と同様に ｢直接体験による感性学習 (直接体験型)｣ により,
生命地域の関心を高めることができた. ｢環境についての教育｣ も効果があり, 環境問題につい













今後は未来志向型で, 双方向と参加を重視し, 個人, コミュニティ, 組織, 自然, 文化, 歴史を
環境保全活動による環境意識の変化
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